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建築物における衛生的環境の維持管理について

建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行令等において、建築物環境衛生管理基準が定められているところであるが、これまでの建築物の維持管理に関する知見の集積等を踏まえ、今般、別添のとおり「建築物環境衛生維持管理要領」を改定したので、御了知の上、建築物維持管理権原者等に対する指導の指針として活用されたい。これに伴い、「建築物の衛生的環境の維持管理について」（昭和58年3月18日環企第28号厚生省環境衛生局長通知）は廃止する。
おって、この通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項に規定する技術的な助言に当たるものである。

　今般の改定の概要は下記のとおりである。
記

１　空気環境の調整について
(1) 中央管理式以外の空気調和設備を含めた加湿装置の維持管理方法について、具体的に示したこと。
(2) 病原体によって居室の内部の空気が汚染されることを防止する観点から、加湿装置や冷却水等に対する具体的な措置を示したこと。

２　飲料水の管理について
給湯設備におけるレジオネラ属菌による汚染を防止するため、貯湯槽内の湯温等の具体的な措置を示したこと。
３　雑用水の管理について

誤飲・誤使用防止のための措置等、雑用水設備の維持管理方法を具体的に示したこと。

４　排水の管理について

排水の管理において、臭気の発生原因となる貯留水の腐敗等を防止するための措置等を具体的に示したこと。

５　清掃等について
建築物内部で発生する廃棄物の分別や衛生管理等についての措置を具体的に示したこと。

６　ねずみ等防除について
(1) ねずみ等の防除を行うに当たっては、総合的有害生物管理の考え方を取り入れた防除体系に基づき実施することとしたこと。
(2) 総合的有害生物管理の実施にあたっての留意点として、生息調査、目標設定、防除法、評価に関する具体的な措置を示したこと。
以上
別添

建築物環境衛生維持管理要領
第６　ねずみ等の防除
１　総合的有害生物管理に基づく防除　
ねずみ等の防除を行うに当たっては、建築物において考えられる有効・適切な技術を組み合わせて利用しながら、人の健康に対するリスクと環境への負荷を最小限にとどめるような方法で、有害生物を制御し、その水準を維持する有害生物の管理対策である総合的有害生物管理の考え方を取り入れた防除体系に基づき実施すること。
２　総合的有害生物管理の実施にあたっての留意点
(1)　生息調査について
的確に発生の実態を把握するため、適切な生息密度調査法に基づき生息実態調査を実施すること。
(2)　目標設定について
生息調査の結果に基づき、目標水準を設定し、対策の目標とすること。
(3)　防除法について
ア　人や環境に対する影響を可能な限り少なくするよう配慮すること。特に、薬剤を用いる場合にあっては、薬剤の種類、薬量、処理法、処理区域について十分な検討を行い、日時、作業方法等を建築物の利用者に周知徹底させること。
イ　まずは、発生源対策、侵入防止対策等を行うこと。発生源対策のうち，環境整備等については，発生を防止する観点から、建築物維持管理権原者の責任のもとで日常的に実施すること。
ウ　有効かつ適切な防除法を組み合わせて実施すること。当該区域の状況に応じて薬剤やトラップの利用、侵入場所の閉鎖などの防虫・防鼠工事を組み合わせて実施すること。
エ　食毒剤(毒餌剤)の使用に当たっては、誤食防止を図るとともに、防除作業終了後、直ちに回収すること。
オ　薬剤散布後、一定時間入室を禁じて、換気を行う等利用者の安全を確保すること。
(4)　評価について
対策の評価を実施すること。評価は有害生物の密度と防除効果等の観点から実施すること。
３　帳簿書類の記載　
施行規則第２０条の帳簿書類には、防除作業を実施した日時、場所、実施者、調査の方法と結果、決定した基準、措置の手段、実施場所、使用薬剤、評価結果等を記載すること。
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